
13 農業農村整備事業（公共）
【３５５，４７１（２９６，２２６）百万円】

対策のポイント
農業競争力強化のための農地の大区画化・汎用化、新たな農業水利システ

ムの構築、国土強靱化のための農業水利施設の長寿命化・耐震化対策、ため
池の管理体制の強化等を推進します。

＜背景／課題＞
・農業競争力強化を図るためには、担い手への農地の集積・集約化に向け、農地中間管

理機構とも連携した農地の大区画化・汎用化や、水管理の省力化等を実現する新たな
農業水利システムの構築等を推進する必要があります。

・米中心の営農体系から野菜等の高収益作物を中心とした営農体系への転換など、農業
者の自立的な経営判断に基づく生産を促し、産地収益力を向上させるため、水田の排
水対策や水路のパイプライン化等を推進する必要があります。

・国土強靱化を図るためには、地震・豪雨等の自然災害の激甚化や基幹的な農業水利施
設の老朽化への対策を講ずる必要があります。

政策目標
○担い手が利用する面積が今後10年間（平成35年度まで）で全農地面積の８割
となるよう農地集積を推進

○基盤整備完了区域（水田）における作付面積（主食用米を除く）に占める
高収益作物の割合
（約２割（平成27年度）→ 約３割以上（平成32年度））

○基幹的農業水利施設の機能保全計画の策定率
（約６割（平成27年度）→ 10割（平成32年度））

○ハザードマップ等ソフト対策を実施した防災重点ため池の割合
（約５割（平成27年度）→ 10割（平成32年度））

＜主な内容＞
１．農業競争力強化対策 １２０，９５７（９１，２５１）百万円

大区画化・汎用化等の基盤整備を実施し、農地中間管理機構とも連携した担い手
への農地集積・集約化や農業の高付加価値化を推進します。

パイプライン化やＩＣＴの導入等により、水管理の省力化と担い手の多様な水利
用への対応を実現する新たな農業水利システムを構築し、農地集積の加速化を推進
します。

２．国土強靱化対策 ２３４，５１４（２０４，９７５）百万円
基幹的な農業水利施設等の耐震診断やハザードマップの作成、耐震化工事、ため

池の監視・管理体制の強化、農村地域の洪水被害防止対策等を実施します。
老朽化した農業水利施設の点検・診断の結果をデータベース化し、補修・更新等

を適時・的確に実施します。

農業競争力強化基盤整備事業（１） ６５，３２９（ ５０，０２０）百万円
国営農地再編整備事業（１） ２２，８９１（ １７，６４８）百万円

国営かんがい排水事業（１、２） １４０，３４２（１１７，９１８）百万円

農村地域防災減災事業（２） ５９，４６４（ ５０，７６８）百万円

国営総合農地防災事業（２） ３２，９６９（ ２６，２１１）百万円

水資源機構かんがい排水事業（２） ７，３５６（ ７，００６）百万円

国費率、補助率：２／３、１／２等

事業実施主体：国、都道府県等

［お問い合わせ先：農村振興局設計課 （０３－３５０２－８６９５）］

［平成29年度予算概算要求の概要］



洪水被害防止対策

○ 基幹的な農業水利施設等の耐震診断・耐震化、ため池一斉点検を踏まえたハー
ド・ソフト対策、農村地域の洪水被害防止対策等を実施。

○ 老朽化した農業水利施設の点検・診断の結果をデータベース化し、補修・更新
等を適時・的確に実施。

農業農村整備事業

地域全体の一体的な農地整備

○ 大区画化・汎用化等の基盤整備を実施し、農地中間管理機構とも連携した担い
手への農地集積・集約化や農業の高付加価値化を推進。

１．農業競争力強化対策 ２．国土強靱化対策

○ パイプライン化やICTの導入等により、水管理の省力化と担い手の多様な水利用
への対応を実現する新たな農業水利システムを構築し、農地集積の加速化を推進。

ため池一斉点検を踏まえた対策の実施

農業水利施設の補修・更新

耐震診断 耐震化

老朽化の進行

平成29年度予算概算要求額：355,471百万円
（平成28年度予算額：296,226百万円）
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計画現況

【水利施設整備事業（農地集積促進型）】
・地区の農地を集積・集約化した場合は事業費の最大12.5％を

農地集積促進費として交付

【農業競争力強化基盤整備事業】
・地区の農地を集積・集約化した場合は事業費の最大12.5％を
農地集積促進費として交付

取水施設

調整施設

自動給水栓

ＩＣＴの導入

パイプライン化
や自動給水栓
の導入によって
水管理を省力化

ICTの導入により、
遠隔地からの管理
を可能にすること
で水管理を省力化

水路のﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ化

水位･水温の確認
用排水の遠隔操作

末端水路の
ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ化

堰柱コア採取

ポンプ羽根車の設置

排水機場

小学校
幹線道

水路の機能診断 補修

改修前の堤体 改修後の堤体

耐震化前の頭首工堰柱 耐震化後の頭首工堰柱

側壁が倒壊した水路 パイプラインの破裂

点検調査
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